
NO 23
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 30 7 23.3% 平成３０年度

令和元年度 全2回各３０名 ①2名②8名 16.7% 令和元年度

令和２年度 10 － － 令和２年度 － －

 ３ 政策名 （１３）伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ①港区の強みを生かした産業の振興

指標２

・プレゼンテーションによる販路拡⼤支援業務（令和２年度は中⽌）
・国内/海外販路拡⼤セミナー業務委託
・中小企業海外進出アドバイザー業務委託
・ビジネス交流会（会場設営委託、コーディネート業務委託）
・産業交流展（出展小間料補助、パンフレット作成補助）
・国内/海外産業⾒本市への出展補助

指標１
海外販路拡大業務セミナー出席人数  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃⽌　　　　４廃⽌

海外販路拡⼤セミナーについては、申込⼈数が少ないことから、ニーズの変化を踏まえ、今後は既存の海外進出アドバイザー
派遣制度で海外への販路拡⼤支援を⾏うこととし、事業を一部廃⽌することから、「縮小・一部廃⽌」と評価します。

港区基本計画

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

39,562 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）
１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃⽌　　　　４廃⽌

販路拡⼤支援事業は、産業⾒本市等に出展する企業の出展経費の一部を補助する補助⾦と、販路拡⼤セミナーを実施す
る委託料で予算を計上しています。委託料で国内販路拡⼤セミナーと海外販路拡⼤セミナーを実施していますが、そのうちの
海外販路拡⼤セミナーの申込み⼈数が毎年低い状態です。また、同じ委託料で契約している「海外進出アドバイザー派遣」で
海外販路拡⼤セミナーの機能を代替できるため、次年度から「海外販路拡⼤セミナー」を廃⽌します。

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 33,872 0 0 0

令和元年度 100.0% 33,870 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

区内中小企業の販路拡⼤及び企業間の交流促進を図るべく、平成１２年に事業を開始しました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 39,562 － －

94.8%

令和元年度 33,870 3 0 33,873 29,976 88.5%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

産業⾒本市等に出展する企業の出展経費の一部を補助するとともに、中小企業が⼤⼿企業や外資系企業等に対し
てプレゼンテーションする場の構築や、販路拡⼤セミナー等を実施します。
また、東京都主催の産業交流展に、港区共同出展企業として参加する区内中小企業に対し、出展小間料及び企業
パンフレット作成経費等を補助するとともに、東商港支部との共催により、ビジネス交流会を開催します。

平成３０年度 33,872 0 0 33,872

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

32,114

 ２ 基本政策 4　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 販路拡⼤支援  １０ 事業費の状況



NO 24
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 70 69 98.6% 平成３０年度 5 4 80.0%

令和元年度 75 66 88.0% 令和元年度 5 4 80.0%

令和２年度 75 － － 令和２年度 5 － －

 ３ 政策名 (13）　伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 　④　　　⾼度で多様なノウハウを有する⼈が集まる環境づくり

指標２
個別相談会実績

【セミナーの開催】        　年２回　定員75名
【Webへの掲載】        　年4回　四半期ごとに更新
【ガイドブックの発⾏】　    年1回　1,000部
【個別相談会の開催】  　年2回　各定員5名(セミナーと同時開催)
【企業への出前相談】　  通年15者分(各者1回)

指標１
セミナーの参加人数  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃⽌　　　　４廃⽌

事業⽬的が同一である、総務部⼈権・男⼥平等参画担当が実施している「ワーク・ライフ・バランス推進事業」のうち、ワーク・ラ
イフ・バランス推進企業認定事業を「中小企業ワーク・ライフ・バランス支援」事業に統合し、令和４年度から事業の効率化を
図っていくことから「統合」と評価します。なお、統合後の事業については、令和４年度から開設する港区⽴産業振興センターの
指定管理事業として実施することを検討します。 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

2,434 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃⽌　　　　４廃⽌

事業⽬的が同一である、総務部⼈権・男⼥平等参画担当が実施している「ワーク・ライフ・バランス推進企業認定事業」を「中
小企業ワーク・ライフ・バランス支援」事業に令和４年度から統合することで効率化を図ります。なお、統合後の事業について
は、令和４年度から開設する港区⽴産業振興センターの指定管理事業としての実施を検討しています。
※令和３年度については、「ワーク・ライフ・バランス推進企業認定事業」は継続とし、引き続き総務部⼈権・男⼥平等参画担
当の事業として実施します。

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 2,505 0 0 0

令和元年度 100.0% 2,537 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

ワーク・ライフ・バランスが十分浸透していない区内中小企業に対して、第2次・３次港区産業振興プランを通じて働きや
すい職場環境の整備と⼈材の確保・定着化を図るため、本事業を実施してきました。引き続き令和３年３⽉策定予定
の第４次港区産業振興プランにおいても「企業経営を支える⼈材の育成と多様な働き方の推進」を計上し、区内中小
企業の持続的発展のためワーク・ライフ・バランスを推進していきます。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 2,434 － －

99.8%

令和元年度 2,537 0 0 2,537 2,372 93.5%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区内中小企業のワーク・ライフ・バランスを推進し、働きやすい環境整備を円滑に進め、多様性に富んだ活⼒のある企業
経営の実現と優秀な⼈材の確保及び定着化を図るため、経営者、⼈事担当者を対象にワーク・ライフ・バランスの普及
啓発を⾏い、企業の問題点や課題について、解決に向けた取組を支援します。

平成３０年度 2,505 0 0 2,505

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

2,499

 ２ 基本政策 　4 　　　港区からブランド牲ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 中小企業ワーク・ライフ・バランス支援  １０ 事業費の状況



NO 25
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 4 3 75.0% 平成３０年度 10 4 40.0%

令和元年度 5 5 100.0% 令和元年度 20 8 40.0%

令和２年度 － － － 令和２年度 － － －

 ３ 政策名 （１３）伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ④⾼度で多様なノウハウを有する⼈が集まる環境づくり

指標２
交流会参加者数

指標１
交流会参加企業数  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃⽌　　　　４廃⽌

公益財団法⼈東京しごと財団と共催で実施している企業説明会について、今年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤
の影響により、事業実施⾒込みが⽴っておらず、来年度以降も港区と実施する予定はないことから、「廃⽌」評価とします。

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

194 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃⽌　　　　４廃⽌

公益財団法⼈東京しごと財団と共催で実施している「企業説明会」を廃⽌します。
「中小企業の⼈材確保支援事業」については、令和元年度の事務事業評価で「改善」を受け、⼈事担当者向けセミナーが廃
⽌となりました。それに加え、令和元年度に公益財団法⼈東京しごと財団と共催で⾏った企業説明会は東京都産業労働局
委託事業であり、令和２年度はコロナウイルス感染症の感染拡⼤の影響で実施されるか未定であり、また、来年度以降も港
区と実施する予定はありません。それに伴い中小企業⼈材確保支援事業を廃⽌とします。
なお、中小企業の⼈材確保については、ハローワークと連携した企業説明会の開催等、新たな支援策を検討します。

 ８ 事業実績・指標

【事業内容】

【実施時期】

【  対象者 】

令和元年度
①⼈事担当者向け「採⽤⼒向上セミナー」を開催
②公益財団法⼈東京しごと財団との共催でミニ企業説明会を開催
①令和２年１⽉
②令和元年12⽉
①港区内中小企業採⽤担当者
②34才までの若年者

その他

平成３０年度 100.0% 1,296 0 0 0

令和元年度 100.0% 1,032

0

0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

　平成27年度区の景況調査において、区内中小企業の重点経営施策の中で「⼈材を確保する」を挙げる事業者が増
えるとともに、事業構築当時（平成27年9⽉）における東京都の有効求⼈倍率が1.83倍と、昭和49年以来の⾼⽔
準となったことから事業を開始しました。
　令和元年度の事務事業評価で「改善」を受け、ニーズの少ない⼈事担当者向けセミナーは廃⽌し、企業説明会も公
益財団法⼈東京しごと財団との共催による効果的・効率的な実施に改めました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 194 － －

-543 0 489 438 89.6%

執行率

　有望な⼈材の確保が困難で、事業の発展、継続が困難になっている区内中小企業に、34才までの若年者と企業の
採⽤担当者が交流する場を創出し、区内産業の関⼼を⾼めるとともに、採⽤に向けての活動を支援します。

平成３０年度 1,296 -182 0 1,114

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

1,082 97.1%

令和元年度 1,032

0

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 中小企業の⼈材確保支援事業  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額



NO 140
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 5 5 100.0% 平成３０年度

令和元年度 5 3 60.0% 令和元年度

令和２年度 5 申請1件 － 令和２年度

 ３ 政策名 （１４）港区の特性を生かした個性ある商業集積の形成を支援する

 ４ 施策名 ③個性を生かした元気な店舗づくり

指標２

【補助率】　　　１／２
【補助限度額】　50万円
【補助対象経費】外部から改装の効果が視認できる店舗改装費⽤の一部
【事務⼿続】　　商店街加盟店舗からの申請に基づき、補助⾦の交付決定、支出等を⾏います。
【募集件数】　　５店舗（予定数を超えた場合は抽選を実施）

指標１
補助実績  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃⽌　　　　４廃⽌

店舗の活性化や商店街全体のにぎわい向上に寄与する点で同様の事業⽬的であり補助率・補助⾦額が同じであるチャレン
ジ商店街店舗応援事業に統合することで、事業の体系を整理し、申請件数に応じて、予算の柔軟な執⾏が可能となるなど
効率化が期待できることから、「統合」評価とします。

港区基本計画、港区産業振興プラン

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

3,000 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃⽌　　　　４廃⽌

　本事業は、専門アドバイザーを派遣し、店舗改装に関する指導や助言、具体的な改装計画の作成などの支援を受けなが
ら、改装費⽤の一部を補助しています。一方、令和2年度から、専門アドバイザーの支援を受けずに、店舗⾃らが計画し、実
施する店舗改装を含めた新規顧客獲得のための経費などを補助する「チャレンジ商店街店舗応援事業」を実施しています。
　両事業は、専門アドバイザー派遣の有無の違いはあるものの、事業⽬的や補助率、補助上限⾦額が同様であるなど類似点
も多いことから、専門アドバイザーは希望する店舗に限定して別途派遣することとし、本事業の補助経費は「チャレンジ商店街
店舗応援事業」に統合することで、予算の執⾏残額の縮減に努め、限られた財源の有効活⽤を図るべきと考えます。

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 3,000 0 0 0

令和元年度 100.0% 3,000 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

　平成17年度に区が実施した「商店街訪問調査報告書」において、個⼈店舗への支援を視野に⼊れた商店街活性
化事業が求められていたことを踏まえ、平成18年度から事業を開始しました。店舗の改装を求める商店街加盟店舗に
対し、専門アドバイザーを派遣し、当該アドバイザーから提出される改装計画書を店舗に提供した上で、店舗改装に係
る経費について補助率1/2、50万円を限度に補助しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 3,000 － －

100.0%

令和元年度 3,000 0 0 3,000 1,328 44.3%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　区内で小売業等を営む中小企業者の店舗改装を支援することにより、商店街及び中小企業の振興に寄与することを
⽬的とします。

平成３０年度 3,000 0 0 3,000

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

3,000

 ２ 基本政策 4　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 商店街店舗改装支援  １０ 事業費の状況


